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医 療 法 律と
「医療機関の事業承継（入門編）」

弁護士法人  杜協同法律事務所

弁護士　三橋要一郎
ＱＡ第23回

＆

■相■談■者  ：杜協同内科クリニックを経営して
います。年齢も年齢ですし、持病もあるため、
そろそろ事業承継を考えたいと思っています。

■弁■護■士  ：医療機関の事業承継では、親族内
に後継者がいる親族承継のケースと第三者承
継のケースとで流れが大きく変わってきます。
また、個人医院なのか、法人化しているのか、さ
らに言えば、法改正前の持分あり医療法人な
のか、持分なし医療法人なのかでも手続・ス
キームが変わってきます。先生のクリニックは
いかがですか。

■相■談■者  ：私の場合は、個人医院となります。
息子も医師ですが、専門科目が異なりますし、
大学病院で研究を続けたいとのことで、親族
承継は難しいと考えています。この場合、どう
すればよいでしょうか。

■弁■護■士  ：医局や知り合い経由で後継候補者
が見つかるのであれば、それでもよいでしょ
う。そういった伝手（つて）がない場合には、
一般には、医師会や銀行に相談したり、M＆A
仲介業者を利用することが考えられます。仙台
市医師会でも、銀行や支援専門機関と連携し
て医業承継支援の枠組みを立ち上げており、
まずは医師会のサポート窓口に相談するとこ
ろから始められても良いかもしれません。

■相■談■者  ：分かりました。医師会であれば安
心して相談できますね。具体的には、どのよう
な流れで進めていくことになるのでしょうか。

■弁■護■士  ：まずは承継するにあたっての先生
としての条件を整理することが不可欠です。具
体的には、譲渡価格をどうするか、クリニック
の不動産が自己所有であればそれも譲渡する
のかあるいは手元に残して賃貸としたいのか、
いつ頃の承継を考えているのか等です。譲渡
価格を検討するにあたっては、前提として自院
の事業価値評価を知ることも必要です。この
点は、まずは顧問税理士に算出してもらうので
も良いですし、M＆A仲介業者に査定をしても
らうことも選択肢の一つです。複数の評価をも
とに見極め、条件を整理していくのが望ましい
と思います。
　医師会や銀行、M＆A仲介業者のマッチング
により譲受候補者が見つかり、譲渡対価やス
キーム、スケジュールなどの大枠の条件につき
合意ができた場合には、譲受候補者との間で
基本合意書を締結します。その後、譲受候補者
側において、譲渡実行にあたって財務上ある
いは法務上のリスク・支障がないか確認をす
るため、譲渡側から書類等の開示を受け調査
を行います（デュー・ディリジェンスといいま
す。以下「DD」）。最後に、DDの結果を踏まえた

交渉を経て、最終契約を締結します。

■相■談■者  ：そのDDというのは、どのように進
めるのでしょうか。

■弁■護■士  ：DDは、一般には、秘密保持契約を
締結したうえで、譲受側の弁護士・税理士が
開示を求める書類一覧を作成し譲渡側に提示
し、譲渡側から開示された書類を確認したうえ
で、弁護士らが現地を訪問し譲渡側のヒアリン
グも実施するというのが一般的な流れです。
　小規模な事業承継においては、譲受側でも
譲渡側に遠慮するなどして、DDを実施せずに
契約締結・実行するケースもあります。確かに
M＆A仲介業者作成の資料（案件概要書）と医
師同士の面談によってある程度の状況は把握
できるかもしれませんが、実行後に「話が違
う」等として紛争になるよりも、簡易であっても
DDを行い事前にリスクの有無・程度を確認し
たうえで決断をしたほうが、双方にとって望ま
しいとも言えます。なお、スムーズな承継のた
めには、譲渡側としてもできる限りDDに協力
することが必要です。

■相■談■者  ：最終契約では、具体的に、どのよう
なことを定めるのですか。

■弁■護■士  ：通常は、譲渡対価とその支払時期・
方法、譲渡スキーム、クロージング日、クロージ
ング前提条件（クロージングまでに各当事者
がすべきこと）、損害賠償の上限額・期間など
を定めます。また、譲渡側に求められる表明保
証事項や誓約事項も定めることになります
が、後に違反が判明した場合には損害賠償請
求に発展することもありますので、慎重に検討

する必要があります。

■相■談■者  ：難しそうですね。自分自身だけでこ
ういった契約書を抜けなく作成・検討するこ
とは到底できなさそうですが、最終契約書は
誰が準備してくれるのでしょうか。

■弁■護■士  ：M＆A仲介業者の関与があれば、基
本合意書や最終契約書はM＆A仲介業者がひ
な形を準備してくれるでしょう。ただ、M＆A仲
介業者は譲渡側・譲受側双方から依頼を受
けていることが多く、一方の側についてその利
益のために契約上のリスクにつき助言をし、契
約条項に反映することはできません。M＆A仲
介業者が契約書のひな形を準備してくれると
しても、事後の紛争リスク予防のためには、M
＆A仲介業者に丸投げするのではなく、譲渡
側・譲受側それぞれが弁護士に相談し助言を
もらうことが望ましいと言えます。
　また、弁護士や税理士に相談をするのであ
れば、最終契約書作成の段階ではなく、事業承
継のスキームを検討する初期の段階から相談
するのが望ましいでしょう。

■相■談■者  ：M＆A仲介業者の関与があったと
しても、自分側の専門家によりチェックしても
らうことが大切なのですね。
　事業承継を実行するにあたっての必要な手
続としてはどのようなものがありますか。

■弁■護■士  ：行政手続上は、譲渡側が診療所を
いったん廃止し、譲受側が新たに診療所を開
設することになります。保険医療機関の指定
についても同様です。
　これらの行政手続を含めた諸手続は最終契

約の締結と同時に完了させることはできない
ため、別途設けるクロージング日に向けて両者
が協力して引き継ぎを行っていくことになり
ます。
　なお、有床診療所の場合には、病床の許可も
同様に原則として引き継ぐことができません。
この場合には、譲渡側で法人化したうえで承
継実行するといったスキームも検討する必要
があります。

■相■談■者  ： 患者やカルテの引き継ぎはどうな
りますか。

■弁■護■士  ：個人医院の場合には、診療契約は
患者と先生個人との間で成立しており、診療契
約上の地位を承継するにあたっては、患者の
個別同意が必要になります。そのため、通常
は、従前の診療契約自体は引き継ぎはせず、譲
受側と患者との間で新たに診療契約を締結し
てもらうことが多いと思います。譲渡側として
は、患者がスムーズに移行できるよう、事業承
継の実行に先立ち患者に丁寧に説明をしてい
くこと等が求められます。
　他方、カルテについては、患者の個別同意な
く譲受側に引き継ぐことも可能です。カルテは
個人情報の最たるものではありますが、事業
承継に伴う引き継ぎであれば個人情報保護法
が原則禁止する「第三者提供」にあたらないと
の例外的取り扱いが認められているためです。
ただし、個別の同意なくカルテを引き渡した場
合、中にはクレームをつけてくる患者もいらっ
しゃるかと思います。カルテを引き継ぐのであ
れば、事業承継に先立ち、患者に対してカルテ
を引き継ぐことのメリットにつき説明をし、そ

の同意を得ておくのが安全です。
　また、事業承継をしたとしても、譲渡側医師
の医師法上のカルテの保管義務を当然に免れ
るわけではありません。カルテ原本を譲受側
に引き渡すというのであれば、最終契約におい
てカルテの保管・取り扱いについて何らかの
手当をしておく必要があります。

■相■談■者  ： 分かりました。職員はどうなりま
すか。

■弁■護■士  ： 職員との雇用契約も、当然に承継
されるものではありません。各職員から個別同
意を得て従前の雇用契約を譲受側に引き継い
でもらうか（譲渡型）、いったん合意退職ある
いは解雇したうえで譲受側との間で新たに雇
用契約を締結するか（再雇用型）のいずれかに
なります。基本的には再雇用型がとられること
が多いかと思います。
　事業承継により院長が交代することは職員
にとっても不安でしょうから、職員に不利益が
生じないよう、また、安心して働き続けられる
よう譲受側と協議をしておくことが必要です。
譲受側としても、職員の協力が得られなけれ
ば承継後のスムーズな医院運営はできないた
め、ある程度柔軟な対応が求められます。事業
承継後の雇用条件等について協議をし、合意
が得られた場合には、その基本的な方針を最
終契約の内容に盛り込むこともあります。職員
に対しては、事業承継の実行に先立ち、丁寧に
説明をし、その理解を得ることも重要です。
　なお、再雇用型の場合には、譲渡側におい
て、退職金制度があれば退職金を支給する必
要がありますし、合意退職に応じない職員につ

いては整理解雇の要件を充たすように慎重に
対処する必要もあります。

■相■談■者  ：事業承継にあたっては、いろいろ
と考慮しなければならないことがあるんで
すね。

■弁■護■士  ：ちなみに医療法人の場合には、診
療契約も雇用契約も、あるいは金融機関から
の借り入れやリース契約などの諸契約も、いず
れも医療法人が契約主体となっていると思い
ます。そのため、事業承継に伴い医療法人の経
営陣・管理者に変更があったとしても、それら
の各契約について契約主体の変更はないた
め、契約相手方の個別の同意などは不要とな
り、事業承継にあたっての手続も簡易になり
ます。

■相■談■者  ：法人化しているか否かで大きな違
いがあるのですね。
　いずれにしても、検討すべきことが多々ある
ことは理解しました。事業承継が完了するまで
におおよそどの程度期間を要するものと想定
しておけばよいでしょうか。

■弁■護■士  ：第三者承継の場合、候補者がス
ムーズに見つかるか否かで大きく変わってきま
す。初期相談から少なくとも半年以上はかかる
のが一般的です。検討が遅れると、その間に患
者が離れてしまい得られる事業承継の対価が
相対的に減少したり、なかなか承継先が見つ
からず廃院を余儀なくされるといった事態も
考えられます。余裕をもって早めに相談される
ことをお勧めします。

■相■談■者  ：ありがとうございます。だいたいイ
メージがつきました。まだ元気なうちに早めに
検討を始めたいと思います。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①仙台市医師会においては、事業承継につい
て、銀行や支援専門機関と連携して支援す
る窓口が設置されており、これらの制度を
利用して、「まだ早い」と感じる頃から検討
を始めておくことが望ましい。
②仲介業者に丸投げせず、医院の内情を理解
し、その利益を考えてくれる顧問弁護士・
税理士にも相談し助言を得ることが必要で
ある。
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患者と先生個人との間で成立しており、診療契
約上の地位を承継するにあたっては、患者の
個別同意が必要になります。そのため、通常
は、従前の診療契約自体は引き継ぎはせず、譲
受側と患者との間で新たに診療契約を締結し
てもらうことが多いと思います。譲渡側として
は、患者がスムーズに移行できるよう、事業承
継の実行に先立ち患者に丁寧に説明をしてい
くこと等が求められます。
　他方、カルテについては、患者の個別同意な
く譲受側に引き継ぐことも可能です。カルテは
個人情報の最たるものではありますが、事業
承継に伴う引き継ぎであれば個人情報保護法
が原則禁止する「第三者提供」にあたらないと
の例外的取り扱いが認められているためです。
ただし、個別の同意なくカルテを引き渡した場
合、中にはクレームをつけてくる患者もいらっ
しゃるかと思います。カルテを引き継ぐのであ
れば、事業承継に先立ち、患者に対してカルテ
を引き継ぐことのメリットにつき説明をし、そ

の同意を得ておくのが安全です。
　また、事業承継をしたとしても、譲渡側医師
の医師法上のカルテの保管義務を当然に免れ
るわけではありません。カルテ原本を譲受側
に引き渡すというのであれば、最終契約におい
てカルテの保管・取り扱いについて何らかの
手当をしておく必要があります。

■相■談■者  ： 分かりました。職員はどうなりま
すか。

■弁■護■士  ： 職員との雇用契約も、当然に承継
されるものではありません。各職員から個別同
意を得て従前の雇用契約を譲受側に引き継い
でもらうか（譲渡型）、いったん合意退職ある
いは解雇したうえで譲受側との間で新たに雇
用契約を締結するか（再雇用型）のいずれかに
なります。基本的には再雇用型がとられること
が多いかと思います。
　事業承継により院長が交代することは職員
にとっても不安でしょうから、職員に不利益が
生じないよう、また、安心して働き続けられる
よう譲受側と協議をしておくことが必要です。
譲受側としても、職員の協力が得られなけれ
ば承継後のスムーズな医院運営はできないた
め、ある程度柔軟な対応が求められます。事業
承継後の雇用条件等について協議をし、合意
が得られた場合には、その基本的な方針を最
終契約の内容に盛り込むこともあります。職員
に対しては、事業承継の実行に先立ち、丁寧に
説明をし、その理解を得ることも重要です。
　なお、再雇用型の場合には、譲渡側におい
て、退職金制度があれば退職金を支給する必
要がありますし、合意退職に応じない職員につ

いては整理解雇の要件を充たすように慎重に
対処する必要もあります。

■相■談■者  ：事業承継にあたっては、いろいろ
と考慮しなければならないことがあるんで
すね。

■弁■護■士  ：ちなみに医療法人の場合には、診
療契約も雇用契約も、あるいは金融機関から
の借り入れやリース契約などの諸契約も、いず
れも医療法人が契約主体となっていると思い
ます。そのため、事業承継に伴い医療法人の経
営陣・管理者に変更があったとしても、それら
の各契約について契約主体の変更はないた
め、契約相手方の個別の同意などは不要とな
り、事業承継にあたっての手続も簡易になり
ます。

■相■談■者  ：法人化しているか否かで大きな違
いがあるのですね。
　いずれにしても、検討すべきことが多々ある
ことは理解しました。事業承継が完了するまで
におおよそどの程度期間を要するものと想定
しておけばよいでしょうか。

■弁■護■士  ：第三者承継の場合、候補者がス
ムーズに見つかるか否かで大きく変わってきま
す。初期相談から少なくとも半年以上はかかる
のが一般的です。検討が遅れると、その間に患
者が離れてしまい得られる事業承継の対価が
相対的に減少したり、なかなか承継先が見つ
からず廃院を余儀なくされるといった事態も
考えられます。余裕をもって早めに相談される
ことをお勧めします。

■相■談■者  ：ありがとうございます。だいたいイ
メージがつきました。まだ元気なうちに早めに
検討を始めたいと思います。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①仙台市医師会においては、事業承継につい
て、銀行や支援専門機関と連携して支援す
る窓口が設置されており、これらの制度を
利用して、「まだ早い」と感じる頃から検討
を始めておくことが望ましい。
②仲介業者に丸投げせず、医院の内情を理解
し、その利益を考えてくれる顧問弁護士・
税理士にも相談し助言を得ることが必要で
ある。
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■相■談■者  ：杜協同内科クリニックを経営して
います。年齢も年齢ですし、持病もあるため、
そろそろ事業承継を考えたいと思っています。

■弁■護■士  ：医療機関の事業承継では、親族内
に後継者がいる親族承継のケースと第三者承
継のケースとで流れが大きく変わってきます。
また、個人医院なのか、法人化しているのか、さ
らに言えば、法改正前の持分あり医療法人な
のか、持分なし医療法人なのかでも手続・ス
キームが変わってきます。先生のクリニックは
いかがですか。

■相■談■者  ：私の場合は、個人医院となります。
息子も医師ですが、専門科目が異なりますし、
大学病院で研究を続けたいとのことで、親族
承継は難しいと考えています。この場合、どう
すればよいでしょうか。

■弁■護■士  ：医局や知り合い経由で後継候補者
が見つかるのであれば、それでもよいでしょ
う。そういった伝手（つて）がない場合には、
一般には、医師会や銀行に相談したり、M＆A
仲介業者を利用することが考えられます。仙台
市医師会でも、銀行や支援専門機関と連携し
て医業承継支援の枠組みを立ち上げており、
まずは医師会のサポート窓口に相談するとこ
ろから始められても良いかもしれません。

■相■談■者  ：分かりました。医師会であれば安
心して相談できますね。具体的には、どのよう
な流れで進めていくことになるのでしょうか。

■弁■護■士  ：まずは承継するにあたっての先生
としての条件を整理することが不可欠です。具
体的には、譲渡価格をどうするか、クリニック
の不動産が自己所有であればそれも譲渡する
のかあるいは手元に残して賃貸としたいのか、
いつ頃の承継を考えているのか等です。譲渡
価格を検討するにあたっては、前提として自院
の事業価値評価を知ることも必要です。この
点は、まずは顧問税理士に算出してもらうので
も良いですし、M＆A仲介業者に査定をしても
らうことも選択肢の一つです。複数の評価をも
とに見極め、条件を整理していくのが望ましい
と思います。
　医師会や銀行、M＆A仲介業者のマッチング
により譲受候補者が見つかり、譲渡対価やス
キーム、スケジュールなどの大枠の条件につき
合意ができた場合には、譲受候補者との間で
基本合意書を締結します。その後、譲受候補者
側において、譲渡実行にあたって財務上ある
いは法務上のリスク・支障がないか確認をす
るため、譲渡側から書類等の開示を受け調査
を行います（デュー・ディリジェンスといいま
す。以下「DD」）。最後に、DDの結果を踏まえた

交渉を経て、最終契約を締結します。

■相■談■者  ：そのDDというのは、どのように進
めるのでしょうか。

■弁■護■士  ：DDは、一般には、秘密保持契約を
締結したうえで、譲受側の弁護士・税理士が
開示を求める書類一覧を作成し譲渡側に提示
し、譲渡側から開示された書類を確認したうえ
で、弁護士らが現地を訪問し譲渡側のヒアリン
グも実施するというのが一般的な流れです。
　小規模な事業承継においては、譲受側でも
譲渡側に遠慮するなどして、DDを実施せずに
契約締結・実行するケースもあります。確かに
M＆A仲介業者作成の資料（案件概要書）と医
師同士の面談によってある程度の状況は把握
できるかもしれませんが、実行後に「話が違
う」等として紛争になるよりも、簡易であっても
DDを行い事前にリスクの有無・程度を確認し
たうえで決断をしたほうが、双方にとって望ま
しいとも言えます。なお、スムーズな承継のた
めには、譲渡側としてもできる限りDDに協力
することが必要です。

■相■談■者  ：最終契約では、具体的に、どのよう
なことを定めるのですか。

■弁■護■士  ：通常は、譲渡対価とその支払時期・
方法、譲渡スキーム、クロージング日、クロージ
ング前提条件（クロージングまでに各当事者
がすべきこと）、損害賠償の上限額・期間など
を定めます。また、譲渡側に求められる表明保
証事項や誓約事項も定めることになります
が、後に違反が判明した場合には損害賠償請
求に発展することもありますので、慎重に検討

する必要があります。

■相■談■者  ：難しそうですね。自分自身だけでこ
ういった契約書を抜けなく作成・検討するこ
とは到底できなさそうですが、最終契約書は
誰が準備してくれるのでしょうか。

■弁■護■士  ：M＆A仲介業者の関与があれば、基
本合意書や最終契約書はM＆A仲介業者がひ
な形を準備してくれるでしょう。ただ、M＆A仲
介業者は譲渡側・譲受側双方から依頼を受
けていることが多く、一方の側についてその利
益のために契約上のリスクにつき助言をし、契
約条項に反映することはできません。M＆A仲
介業者が契約書のひな形を準備してくれると
しても、事後の紛争リスク予防のためには、M
＆A仲介業者に丸投げするのではなく、譲渡
側・譲受側それぞれが弁護士に相談し助言を
もらうことが望ましいと言えます。
　また、弁護士や税理士に相談をするのであ
れば、最終契約書作成の段階ではなく、事業承
継のスキームを検討する初期の段階から相談
するのが望ましいでしょう。

■相■談■者  ：M＆A仲介業者の関与があったと
しても、自分側の専門家によりチェックしても
らうことが大切なのですね。
　事業承継を実行するにあたっての必要な手
続としてはどのようなものがありますか。

■弁■護■士  ：行政手続上は、譲渡側が診療所を
いったん廃止し、譲受側が新たに診療所を開
設することになります。保険医療機関の指定
についても同様です。
　これらの行政手続を含めた諸手続は最終契

約の締結と同時に完了させることはできない
ため、別途設けるクロージング日に向けて両者
が協力して引き継ぎを行っていくことになり
ます。
　なお、有床診療所の場合には、病床の許可も
同様に原則として引き継ぐことができません。
この場合には、譲渡側で法人化したうえで承
継実行するといったスキームも検討する必要
があります。

■相■談■者  ： 患者やカルテの引き継ぎはどうな
りますか。

■弁■護■士  ：個人医院の場合には、診療契約は
患者と先生個人との間で成立しており、診療契
約上の地位を承継するにあたっては、患者の
個別同意が必要になります。そのため、通常
は、従前の診療契約自体は引き継ぎはせず、譲
受側と患者との間で新たに診療契約を締結し
てもらうことが多いと思います。譲渡側として
は、患者がスムーズに移行できるよう、事業承
継の実行に先立ち患者に丁寧に説明をしてい
くこと等が求められます。
　他方、カルテについては、患者の個別同意な
く譲受側に引き継ぐことも可能です。カルテは
個人情報の最たるものではありますが、事業
承継に伴う引き継ぎであれば個人情報保護法
が原則禁止する「第三者提供」にあたらないと
の例外的取り扱いが認められているためです。
ただし、個別の同意なくカルテを引き渡した場
合、中にはクレームをつけてくる患者もいらっ
しゃるかと思います。カルテを引き継ぐのであ
れば、事業承継に先立ち、患者に対してカルテ
を引き継ぐことのメリットにつき説明をし、そ

の同意を得ておくのが安全です。
　また、事業承継をしたとしても、譲渡側医師
の医師法上のカルテの保管義務を当然に免れ
るわけではありません。カルテ原本を譲受側
に引き渡すというのであれば、最終契約におい
てカルテの保管・取り扱いについて何らかの
手当をしておく必要があります。

■相■談■者  ： 分かりました。職員はどうなりま
すか。

■弁■護■士  ： 職員との雇用契約も、当然に承継
されるものではありません。各職員から個別同
意を得て従前の雇用契約を譲受側に引き継い
でもらうか（譲渡型）、いったん合意退職ある
いは解雇したうえで譲受側との間で新たに雇
用契約を締結するか（再雇用型）のいずれかに
なります。基本的には再雇用型がとられること
が多いかと思います。
　事業承継により院長が交代することは職員
にとっても不安でしょうから、職員に不利益が
生じないよう、また、安心して働き続けられる
よう譲受側と協議をしておくことが必要です。
譲受側としても、職員の協力が得られなけれ
ば承継後のスムーズな医院運営はできないた
め、ある程度柔軟な対応が求められます。事業
承継後の雇用条件等について協議をし、合意
が得られた場合には、その基本的な方針を最
終契約の内容に盛り込むこともあります。職員
に対しては、事業承継の実行に先立ち、丁寧に
説明をし、その理解を得ることも重要です。
　なお、再雇用型の場合には、譲渡側におい
て、退職金制度があれば退職金を支給する必
要がありますし、合意退職に応じない職員につ

いては整理解雇の要件を充たすように慎重に
対処する必要もあります。

■相■談■者  ：事業承継にあたっては、いろいろ
と考慮しなければならないことがあるんで
すね。

■弁■護■士  ：ちなみに医療法人の場合には、診
療契約も雇用契約も、あるいは金融機関から
の借り入れやリース契約などの諸契約も、いず
れも医療法人が契約主体となっていると思い
ます。そのため、事業承継に伴い医療法人の経
営陣・管理者に変更があったとしても、それら
の各契約について契約主体の変更はないた
め、契約相手方の個別の同意などは不要とな
り、事業承継にあたっての手続も簡易になり
ます。

■相■談■者  ：法人化しているか否かで大きな違
いがあるのですね。
　いずれにしても、検討すべきことが多々ある
ことは理解しました。事業承継が完了するまで
におおよそどの程度期間を要するものと想定
しておけばよいでしょうか。

■弁■護■士  ：第三者承継の場合、候補者がス
ムーズに見つかるか否かで大きく変わってきま
す。初期相談から少なくとも半年以上はかかる
のが一般的です。検討が遅れると、その間に患
者が離れてしまい得られる事業承継の対価が
相対的に減少したり、なかなか承継先が見つ
からず廃院を余儀なくされるといった事態も
考えられます。余裕をもって早めに相談される
ことをお勧めします。

■相■談■者  ：ありがとうございます。だいたいイ
メージがつきました。まだ元気なうちに早めに
検討を始めたいと思います。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①仙台市医師会においては、事業承継につい
て、銀行や支援専門機関と連携して支援す
る窓口が設置されており、これらの制度を
利用して、「まだ早い」と感じる頃から検討
を始めておくことが望ましい。
②仲介業者に丸投げせず、医院の内情を理解
し、その利益を考えてくれる顧問弁護士・
税理士にも相談し助言を得ることが必要で
ある。
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■相■談■者  ：杜協同内科クリニックを経営して
います。年齢も年齢ですし、持病もあるため、
そろそろ事業承継を考えたいと思っています。

■弁■護■士  ：医療機関の事業承継では、親族内
に後継者がいる親族承継のケースと第三者承
継のケースとで流れが大きく変わってきます。
また、個人医院なのか、法人化しているのか、さ
らに言えば、法改正前の持分あり医療法人な
のか、持分なし医療法人なのかでも手続・ス
キームが変わってきます。先生のクリニックは
いかがですか。

■相■談■者  ：私の場合は、個人医院となります。
息子も医師ですが、専門科目が異なりますし、
大学病院で研究を続けたいとのことで、親族
承継は難しいと考えています。この場合、どう
すればよいでしょうか。

■弁■護■士  ：医局や知り合い経由で後継候補者
が見つかるのであれば、それでもよいでしょ
う。そういった伝手（つて）がない場合には、
一般には、医師会や銀行に相談したり、M＆A
仲介業者を利用することが考えられます。仙台
市医師会でも、銀行や支援専門機関と連携し
て医業承継支援の枠組みを立ち上げており、
まずは医師会のサポート窓口に相談するとこ
ろから始められても良いかもしれません。

■相■談■者  ：分かりました。医師会であれば安
心して相談できますね。具体的には、どのよう
な流れで進めていくことになるのでしょうか。

■弁■護■士  ：まずは承継するにあたっての先生
としての条件を整理することが不可欠です。具
体的には、譲渡価格をどうするか、クリニック
の不動産が自己所有であればそれも譲渡する
のかあるいは手元に残して賃貸としたいのか、
いつ頃の承継を考えているのか等です。譲渡
価格を検討するにあたっては、前提として自院
の事業価値評価を知ることも必要です。この
点は、まずは顧問税理士に算出してもらうので
も良いですし、M＆A仲介業者に査定をしても
らうことも選択肢の一つです。複数の評価をも
とに見極め、条件を整理していくのが望ましい
と思います。
　医師会や銀行、M＆A仲介業者のマッチング
により譲受候補者が見つかり、譲渡対価やス
キーム、スケジュールなどの大枠の条件につき
合意ができた場合には、譲受候補者との間で
基本合意書を締結します。その後、譲受候補者
側において、譲渡実行にあたって財務上ある
いは法務上のリスク・支障がないか確認をす
るため、譲渡側から書類等の開示を受け調査
を行います（デュー・ディリジェンスといいま
す。以下「DD」）。最後に、DDの結果を踏まえた

交渉を経て、最終契約を締結します。

■相■談■者  ：そのDDというのは、どのように進
めるのでしょうか。

■弁■護■士  ：DDは、一般には、秘密保持契約を
締結したうえで、譲受側の弁護士・税理士が
開示を求める書類一覧を作成し譲渡側に提示
し、譲渡側から開示された書類を確認したうえ
で、弁護士らが現地を訪問し譲渡側のヒアリン
グも実施するというのが一般的な流れです。
　小規模な事業承継においては、譲受側でも
譲渡側に遠慮するなどして、DDを実施せずに
契約締結・実行するケースもあります。確かに
M＆A仲介業者作成の資料（案件概要書）と医
師同士の面談によってある程度の状況は把握
できるかもしれませんが、実行後に「話が違
う」等として紛争になるよりも、簡易であっても
DDを行い事前にリスクの有無・程度を確認し
たうえで決断をしたほうが、双方にとって望ま
しいとも言えます。なお、スムーズな承継のた
めには、譲渡側としてもできる限りDDに協力
することが必要です。

■相■談■者  ：最終契約では、具体的に、どのよう
なことを定めるのですか。

■弁■護■士  ：通常は、譲渡対価とその支払時期・
方法、譲渡スキーム、クロージング日、クロージ
ング前提条件（クロージングまでに各当事者
がすべきこと）、損害賠償の上限額・期間など
を定めます。また、譲渡側に求められる表明保
証事項や誓約事項も定めることになります
が、後に違反が判明した場合には損害賠償請
求に発展することもありますので、慎重に検討

する必要があります。

■相■談■者  ：難しそうですね。自分自身だけでこ
ういった契約書を抜けなく作成・検討するこ
とは到底できなさそうですが、最終契約書は
誰が準備してくれるのでしょうか。

■弁■護■士  ：M＆A仲介業者の関与があれば、基
本合意書や最終契約書はM＆A仲介業者がひ
な形を準備してくれるでしょう。ただ、M＆A仲
介業者は譲渡側・譲受側双方から依頼を受
けていることが多く、一方の側についてその利
益のために契約上のリスクにつき助言をし、契
約条項に反映することはできません。M＆A仲
介業者が契約書のひな形を準備してくれると
しても、事後の紛争リスク予防のためには、M
＆A仲介業者に丸投げするのではなく、譲渡
側・譲受側それぞれが弁護士に相談し助言を
もらうことが望ましいと言えます。
　また、弁護士や税理士に相談をするのであ
れば、最終契約書作成の段階ではなく、事業承
継のスキームを検討する初期の段階から相談
するのが望ましいでしょう。

■相■談■者  ：M＆A仲介業者の関与があったと
しても、自分側の専門家によりチェックしても
らうことが大切なのですね。
　事業承継を実行するにあたっての必要な手
続としてはどのようなものがありますか。

■弁■護■士  ：行政手続上は、譲渡側が診療所を
いったん廃止し、譲受側が新たに診療所を開
設することになります。保険医療機関の指定
についても同様です。
　これらの行政手続を含めた諸手続は最終契

約の締結と同時に完了させることはできない
ため、別途設けるクロージング日に向けて両者
が協力して引き継ぎを行っていくことになり
ます。
　なお、有床診療所の場合には、病床の許可も
同様に原則として引き継ぐことができません。
この場合には、譲渡側で法人化したうえで承
継実行するといったスキームも検討する必要
があります。

■相■談■者  ： 患者やカルテの引き継ぎはどうな
りますか。

■弁■護■士  ：個人医院の場合には、診療契約は
患者と先生個人との間で成立しており、診療契
約上の地位を承継するにあたっては、患者の
個別同意が必要になります。そのため、通常
は、従前の診療契約自体は引き継ぎはせず、譲
受側と患者との間で新たに診療契約を締結し
てもらうことが多いと思います。譲渡側として
は、患者がスムーズに移行できるよう、事業承
継の実行に先立ち患者に丁寧に説明をしてい
くこと等が求められます。
　他方、カルテについては、患者の個別同意な
く譲受側に引き継ぐことも可能です。カルテは
個人情報の最たるものではありますが、事業
承継に伴う引き継ぎであれば個人情報保護法
が原則禁止する「第三者提供」にあたらないと
の例外的取り扱いが認められているためです。
ただし、個別の同意なくカルテを引き渡した場
合、中にはクレームをつけてくる患者もいらっ
しゃるかと思います。カルテを引き継ぐのであ
れば、事業承継に先立ち、患者に対してカルテ
を引き継ぐことのメリットにつき説明をし、そ

の同意を得ておくのが安全です。
　また、事業承継をしたとしても、譲渡側医師
の医師法上のカルテの保管義務を当然に免れ
るわけではありません。カルテ原本を譲受側
に引き渡すというのであれば、最終契約におい
てカルテの保管・取り扱いについて何らかの
手当をしておく必要があります。

■相■談■者  ： 分かりました。職員はどうなりま
すか。

■弁■護■士  ： 職員との雇用契約も、当然に承継
されるものではありません。各職員から個別同
意を得て従前の雇用契約を譲受側に引き継い
でもらうか（譲渡型）、いったん合意退職ある
いは解雇したうえで譲受側との間で新たに雇
用契約を締結するか（再雇用型）のいずれかに
なります。基本的には再雇用型がとられること
が多いかと思います。
　事業承継により院長が交代することは職員
にとっても不安でしょうから、職員に不利益が
生じないよう、また、安心して働き続けられる
よう譲受側と協議をしておくことが必要です。
譲受側としても、職員の協力が得られなけれ
ば承継後のスムーズな医院運営はできないた
め、ある程度柔軟な対応が求められます。事業
承継後の雇用条件等について協議をし、合意
が得られた場合には、その基本的な方針を最
終契約の内容に盛り込むこともあります。職員
に対しては、事業承継の実行に先立ち、丁寧に
説明をし、その理解を得ることも重要です。
　なお、再雇用型の場合には、譲渡側におい
て、退職金制度があれば退職金を支給する必
要がありますし、合意退職に応じない職員につ

いては整理解雇の要件を充たすように慎重に
対処する必要もあります。

■相■談■者  ：事業承継にあたっては、いろいろ
と考慮しなければならないことがあるんで
すね。

■弁■護■士  ：ちなみに医療法人の場合には、診
療契約も雇用契約も、あるいは金融機関から
の借り入れやリース契約などの諸契約も、いず
れも医療法人が契約主体となっていると思い
ます。そのため、事業承継に伴い医療法人の経
営陣・管理者に変更があったとしても、それら
の各契約について契約主体の変更はないた
め、契約相手方の個別の同意などは不要とな
り、事業承継にあたっての手続も簡易になり
ます。

■相■談■者  ：法人化しているか否かで大きな違
いがあるのですね。
　いずれにしても、検討すべきことが多々ある
ことは理解しました。事業承継が完了するまで
におおよそどの程度期間を要するものと想定
しておけばよいでしょうか。

■弁■護■士  ：第三者承継の場合、候補者がス
ムーズに見つかるか否かで大きく変わってきま
す。初期相談から少なくとも半年以上はかかる
のが一般的です。検討が遅れると、その間に患
者が離れてしまい得られる事業承継の対価が
相対的に減少したり、なかなか承継先が見つ
からず廃院を余儀なくされるといった事態も
考えられます。余裕をもって早めに相談される
ことをお勧めします。

■相■談■者  ：ありがとうございます。だいたいイ
メージがつきました。まだ元気なうちに早めに
検討を始めたいと思います。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①仙台市医師会においては、事業承継につい
て、銀行や支援専門機関と連携して支援す
る窓口が設置されており、これらの制度を
利用して、「まだ早い」と感じる頃から検討
を始めておくことが望ましい。
②仲介業者に丸投げせず、医院の内情を理解
し、その利益を考えてくれる顧問弁護士・
税理士にも相談し助言を得ることが必要で
ある。




